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平成２０年度の山形市人事行政の運営等の状況の公表について(公告) 

 

地方公務員法第５８条の２および山形市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の規定に基づき，市政

運営の透明度および公平性を高めるため，市職員の任免や給与等，平成２０年度の人事行政の運営等の状況に

ついて，その概要を次のとおり公表します。なお，一部他の年度の状況についても掲載しています。 

 

 平成２１年１１月３０日 

 

山形市長 市 川 昭 男 
 

１ 職員の任免および職員数に関する状況 

 

(1) 部門別職員数                                                  ※各年度 4 月 1 日現在（人） 

職員数 
部  門 

平成21年度 平成20年度

対前年
増減数 増減の主な理由 

議会 16 16 0  

総務 260 255 5 定額給付金支給業務のため総務課内室を新設 

税務 113 112 1 育児休暇職員の代替配置 

民生 219 197 22 子育て支援強化のため子育て推進部を新設・増員 

衛生 152 144 8 ごみの有料化対応職員の増 

労働 5 5 0  

農水 64 61 3 地籍調査業務量増対応 

商工 32 27 5 産業施策の総合連携のため，山形まるごと推進課を新設

土木 174 175 △ 1 主要土地区画整理事業の収束による減 

一般行政部門 

小計 1,035 992 43  

教育 295 379 △ 84 PFI による給食センター新設に伴う調理業務減の減 

消防 226 226 0  特別行政部門 

小計 521 605 △ 84  

病院 516 517 △ 1 医師の欠員 

水道 142 148 △ 6 給水関係諸届受付事務の委託 

下水道 62 77 △ 15 水道部との組織統合に伴う要員の再編による減 

その他 78 74 4 国保医療給付業務の充実化 

公営企業等 
会計部門 

小計 798 816 △ 18

合     計 2,354 2,413 △ 59

（注）１：職員数は一般職に属する職員数。地方公務員の身分を保有する休職者，派遣職員などを含み，臨時および非常

勤職員を除く。 

２：公営企業等会計部門のその他は，国民健康保険・介護保険・老人保健医療・卸売市場の各事業会計に属する職

員の合計。 
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(2) 採用者数の状況                                                                           （人） 

平成 20 年度 平成 19 年度 

職種区分 競争試験に 
よる採用 

選考に 
よる採用 

再任用に
よる採用

小計
競争試験に
よる採用 

選考に 
よる採用 

再任用に 
よる採用 

小計
増減

行    政 5  5 9   9 △ 4
機    械   1 1 1   1 0
保 育 士 3  3 4   4 △ 1
医    師  5 5 5  5 0
薬 剤 師   1   1 △ 1
看 護 師 27  27 19   19 8
准看護師   1 1   1

臨床検査技師 1  1 2   2
診療放射線技師 1  1   1
理学療法士 2  2   2
指導主事  4 4 2  2 2
教    員  4 4 1  1 3
消 防 士 2  2 7   7 △ 5

技能労務職員   4 4  3 3 1
合    計 41 13 7 61 41 8 3 52 9

（注）「再任用による採用」⇒ 定年退職等で退職した職員を再び採用すること。 

 

(3) 退職者数の状況                                                                  （人） 

平成 20 年度 平成 19 年度 
職種区分 

定年 勧奨 普通 死亡 懲戒 小計 定年 勧奨 普通 死亡 懲戒 小計
増減

行   政 23 5 3 1 32 22 3 2 3  30  2

土    木 3   1 4 3   3 1

建   築 2   2   2

電    気 1 1  2 2   2 0

機    械 1   1   1

保 健 師   2 2   2

保 育 士 2 2 2 6 1 4 1   6 0

医    師   8 8 1 8 2  11 △ 3

看 護 師 3 4 13 20 1 3 8   12 8

准看護師 1 1  2 1 4   5 △ 3

臨床検査技師  1  1 1   1  0

診療放射線技師    1   1 △ 1

理学療法士    1   1 △ 1

指導主事   3 3 4   4 △ 1

教    員 2   2 1 1 4   6 △ 4

消 防 士 5   5 2   2 3

技能労務職員 10 6 5 1 22 9 1 1   11  11

合    計 53 20 36 3 112 45 17 28 5  95 17

（注）１：「定年」⇒ 職員の定年は 60 歳（医師・歯科医師は 65 歳）。 

２：「勧奨」⇒ 早期退職募集制度の適用を受け，定年前に退職すること。 

３：「普通」⇒ 自己都合による退職などのこと。 

４：「懲戒」⇒ 懲戒処分としての免職のこと。 
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(4) 再任用職員数の状況  

平成 20 年度 平成 19 年度 
職種区分 

フルタイム 短時間 小計 フルタイム 短時間 小計
増減 

行   政 1  0 2 2 △ 2 

機   械  1 1 1 

准看護師  1 1 1 

臨床検査技師  1 1 1 

技能労務職員 7 4 11 7 7 △ 3 

合    計 8 7 15 9 9 6 

（注）１：「再任用職員」⇒ 定年退職等で退職後，再び採用された職員のこと。 

２：「フルタイム」⇒ 一般の職員と同様，1 週当たり 40 時間勤務すること。 

３：「短時間」⇒ 一般の職員より短い，1 週当たり 16～32 時間勤務すること。  
 

(3) 職員採用における競争試験の実施状況                                         （平成 20 年度） 

採用決定者数 受験者数 
試験区分 

Ａ うち女性 

一次
合格者

数 

二次
受験者

数 

最終
合格者

数 

補欠 
合格者

数 Ｂ うち女性 

倍   率 
Ａ/Ｂ

上級行政 98人 35人 7人 6人 4人 0人 4人 2人 24.5倍

初級行政 41人 18人 4人 4人 3人 0人 3人 2人 13.7倍

保育士 35人 30人 9人 9人 5人 0人 5人 5人 7.0倍

保健師 26人 26人 4人 4人 2人 0人 2人 2人 13.0倍

看護師 41人 37人 31人 29人 25人 0人 25人 25人 1.6倍

臨床検査技師 8人 6人 4人 3人 1人 0人 1人 1人 8.0倍

消防士 80人 2人 7人 7人 3人 0人 3人 0人 26.7倍

合計 329 人 154 人 66 人 62 人 43 人 0 人 43 人 37 人 7.7倍
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２ 職員の給与の状況 

 

市職員の給与は，国家公務員の給与を基本として，市議会の議決を経て条例で定めています。 

平成 17 年 4 月から管理職手当は，10％削減した額を支給しています。また,平成 18 年 4 月から一般職員のうち平成

18年3月31日時点で行政職給料表8級以上の職員（他の給料表でそれに相当する職員を含む）の給料月額を3～4％，

平成 19 年 1 月からは平成 18 年3 月 31 日に在職していた全職員の給料月額を 1～4％削減した額，平成 20 年 4 月から

は平成 20 年 4 月 1 日に在職している全職員の給料月額をそれぞれ 0.5～4％削減した額を支給しています。 
 

(1) 人件費の状況                                      （平成 20 年度普通会計決算） 

住民基本台帳人口 歳出額（A） 実質収支 人件費（B） 人件費率（Ｂ/Ａ） 19年度の人件費率

250,138人 76,670,778千円 1,135,430千円 14,643,617千円 19.1％ 19.8％

※住民基本台帳人口は，平成２１年 3 月 31 日現在 
 

(2) 特別職の給与 

特別職（市議会議員を除く）の現行の月額は，平成２１年４月 1 日に改定されました。 

改定するまでの間，平成 15 年 11 月 1 日から給料月額を 10％，平成 19 年 4 月 1 日からは，給料月額を市長２０％，

副市長１３％，その他の特別職１０％削減し支給しています。 

市議会議員の報酬は，平成１８年４月から平成１９年４月まで 2 万円を減額して支給しています。 
 
（平成 7 年 5 月 1 日改定）            （平成 21 年 4 月 1 日改定） 

区分 月額   月額 

市  長 1,200,000円 1,066,000円
給  料 

副市長 950,000円 843,000円

 

   
議  長 770,000円 
副議長 720,000円 報  酬 
議  員 670,000円 

 
 

⇒ 

（注）１：期末手当の年間支給月数は，平成 21 年 6 月 1 日現在 

市議会議員以外の特別職は 3 月（6 月期：1.40 月，12 月期：1.6 月）， 

市議会議員は 3.15 月（6 月期：1.45 月，12 月期：1.7 月）。 
 

(3) 職員の初任給および経験年数別平均給料月額            （平成 20 年 4 月 1 日現在） （円） 

山形市 国 
区  分 

初任給 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年 初任給 

大学卒 172,200 255,995 307,840 372,144 Ⅱ種 172,200
一般行政職 

高校卒 140,100 213,475 255,556 306,471 140,100

技能労務職 高校卒 137,200 204,775 242,040 286,010 － 

（注）1：経験年数は，卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合の採用後の年数。 

 

(4) 職員給与費の状況           （平成 20 年度普通会計決算） 

給      与       費 職員数 
（Ａ） 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） 

職員一人当たりの 
人件費（Ｂ/Ａ） 

1,596人 6,280,004千円 1,325,747千円 2,490,428千円 10,096,179千円 6,326千円

（注）1：職員手当には退職手当を含まない。 
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(5)  職員の平均給料・平均給与の月額および平均年齢 （平成 20 年 4 月 1 日現在） 

区    分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

一般行政職 340,500円 402,800円 42.4歳 

技能労務職 327,700円 371,300円 44.9歳 

（注）1：給与には，扶養手当及び通勤手当等の諸手当を含む。  
   2：給料等は減額措置後の額。 

 

(6)  昇給への勤務成績の反映状況 

平成 18 年度から職員の勤務成績が適切に反映される昇給制度を導入しております。 

                                        （人） 

区    分 一般行政職 

職員数 908
平成20年度 

勤務成績が特に良好 137

職員数 934
平成19年度 

勤務成績が特に良好 143

 

(7)  一般行政職の級別職員数     （各年 4 月 1 日現在） 

平成21年度 平成20年度 
 

職員数 構成比 職員数 構成比

平成16年度 
構成比 

1級 88人 10.1％ 97人 10.7％ 1.3％

2級 143人 16.4％ 174人 19.2％ 6.5％

3級 158人 18.1％ 141人 15.5％ 15.9％

4級 254人 29.2％ 223人 24.5％ 19.7％

5級 99人 11.4％ 138人 15.2％ 7.7％

6級 72人 8.3％ 75人 8.3％ 7.4％

7級 37人 4.2％ 39人 4.3％ 8.0％

8級 20人 2.3％ 21人 2.3％ 20.6％

9級 － － － － 10.7％

10級 － － － － 2.2％

合 計 871人 100.0％ 908人 100.0％ 100.0％

（注）平成 18 年 4 月 1 日から給料表を改正し，一般行政職は，10 級制から 8 級制となる。 
 

(8)  職員の退職手当          （平成 21 年 4 月 1 日現在） 

山形市 国 
区   分 

自己都合 勧奨･定年 自己都合 勧奨･定年

勤続20年 23.5月分 30.55月分 23.5月分 30.55月分

勤続25年 33.5月分 41.34月分 33.5月分 41.34月分

勤続35年 47.5月分 59.28月分 47.5月分 59.28月分

支 
給 
率 

最高限度額 59.28月分 59.28月分 59.28月分 59.28月分

そ の 他 の 
加 算 措 置 

定年前早期退職特例措置 
（50歳以上の職員は，1年につき2％加算） 

退 職 時 の 
特 別 昇 給 － － 

一人当たりの 
平均支給額 21,248千円 － 

（注）一人当たりの平均支給額は，平成 20 年度の実績。 
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(9)  特殊勤務手当                        （各年度普通会計決算）   

 平成20年度 平成19年度 

職員一人当たりの支給年額 17,739円 17,630円

手当の種類 20 22

手当が支給された職員の割合 28.3％ 28.0％
 

（平成 20 年 4 月実績） 

支給額の多い手当 

1 夜間看護手当 
2 消防夜間特殊勤務手当 
3 感染症作業手当 
4 ごみ及びし尿直接接触処理業務手当 
5 清掃工場等夜間勤務手当 

支給職員数の多い手当 

1 夜間看護手当 
2 感染症作業手当 
3 消防夜間特殊勤務手当 
4 ごみ及びし尿直接接触処理業務手当 
5 高所作業手当 

 
 

(10)  時間外勤務手当                      （各年度普通会計決算） 

 平成20年度 平成19年度 

職員一人当たりの支給年額 275,159円 284,494円

 

(11)  ラスパイレス指数（行政職給料表適用職員を対象） 

ラスパイレス指数とは，国家公務員の給与水準を 100 とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。 

平成20年度 平成19年度 平成18年度 

99.4 99.5 100.9
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(12) 扶養手当・住居手当・通勤手当・期末勤勉手当                         （平成 21 年 6 月１日現在） 

 山形市 国 

配偶者 月額    13,000円 配偶者 月額       13,000円

配偶者以外の扶養親族 月額     6,500円 配偶者以外の扶養親族 月額        6,500円

扶養親族でない配偶者を有する職員の
扶養親族一人まで 月額     6,500円 扶養親族でない配偶者を有する職員

の扶養親族一人まで 月額        6,500円

配偶者のない職員の扶養親
族一人まで 月額    11,000円 配偶者のない職員の扶養

親族一人まで 月額       11,000円

扶養手当 

満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子につい
ては，一人につき5,000円加算 

満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子につ
いては，一人につき5,000円加算 

持家の場合 月額     3,000円 持家の場合（新築から5年
まで） 月額        2,500円

住居手当 

借家の場合 限度額 月額 27,000円 借家の場合 限度額 月額 27,000円

交通機関利用の場合 限度額 月額 55,000円 交通機関利用の場合 限度額 月額 55,000円
通勤手当 

自動車等の場合  通勤距離に
応じて 月額 6,000～24,500円 自動車等の場合  通勤距

離に応じて 月額 2,000～24,500円

 期末手当 勤勉手当  期末手当 勤勉手当

6月 1.2月分 0.6月分 6月 1.25月分 0.7月分 

12月 1.55月分 0.7月分 12月 1.6月分 0.75月分

期末 
・ 

勤勉 
手当 

計 2.75月分 1.3月分 計 2.85月分 1.45月分

 
 

（13） 地域手当                                              （平成 21 年 4 月１日現在） 

 山形市 国 

東京都で在勤する職員 
給料，管理職手当および扶養手当の月額

の合計額の 100 分の 17 

俸給，俸給の特別調整額および扶養手当

の月額の合計額の 100 分の 17 

医師 
給料，管理職手当および扶養手当の月額

の合計額の 100 分の 14 

俸給，俸給の特別調整額および扶養手当

の月額の合計額の 100 分の 14 

 （注）国の俸給は山形市の給料に，俸給の特別調整額は管理職手当に相当する。 
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３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

職員の勤務時間，各種休暇等の勤務条件については，市条例・規則において定められています。 

(1)  勤務時間（週 38 時間 45 分勤務の一般的なもの）                      （平成 21 年 4 月 1 日現在） 

勤務開始時刻 勤務終了時刻 休憩時間 1 日の勤務時間 

午前 8 時 30 分 午後 5 時 15 分 正午～午後 1 時 00 分 7 時間 45 分 

 

(2) 各種休暇の概要 （平成 21 年度） 

・年次有給休暇 ・・・ 1 年に付き 20 日付与（未取得日数分は 20 日を上限に，翌年に限り繰越可能）。 

・病気休暇 ・・・ 職員が負傷または疾病のため療養する必要があり，その勤務しないことがやむを得ないと認めら

れる場合における休暇。 

承認基準 取得可能期間 

公務上または通勤時の負傷または疾病 必要と認められる期間 

結核性疾患 1 年 6 月以内で必要と認められる期間 

悪性新生物による疾病等任命権者が特に必要と認める疾病 180 日以内で必要と認められる期間 

上記以外の負傷または疾病 90 日以内で必要と認められる期間 

病
気
休
暇
（有
給
） 

病気休暇・休職からの復職後も通常勤務が困難な場合 
60 日以内で必要と認められる期間中 1 日に
つき必要と認められる時間 

・特別休暇 ・・・ 結婚，出産，交通機関の事故その他の特別の事由により職員が勤務しないことが相当で 

ある場合として認められる休暇 
承認基準 取得可能期間 

公民権行使 必要と認められる期間 

裁判員，証人，鑑定人，参考人等としての裁判所等への
出頭 

必要と認められる期間 

骨髄移植のためのドナー登録・検査・提供 必要と認められる期間 

ボランティア活動 1 年で 5 日以内 

結婚 連続する 7 日以内の期間 

女性職員の出産 
産前 8 週以内，産後 8 週 
（多胎の場合は産前 14 週以内，産後 14 週） 

生後 1 歳 6 か月に達しない子の育児 1 日 90 分以内（2 回に分割可） 

親族の看護 1 年で 5 日以内 

乳幼児の法定健康診査および法定予防接種 必要と認められる時間 

女性職員の生理 必要と認められる期間 

妊産婦法定健診 必要と認められる時間 

妊娠職員の母体・胎児保護のための通勤緩和 出勤または退勤時につき１日を通じて１時間以内 

妊娠職員の母体・胎児保護のための休息および捕食 必要と認められる時間 

妻の出産 2 日以内 
妻の出産に際して，その出産に係る子または小学校就学
前の子を養育 

産前 6 週以内，産後 8 週以内の期間で 5 日以内 

忌引 続柄等に応じ，連続する 1～10 日以内の期間 

追悼行事 1 日以内の期間 

夏季休暇 7～9 月の間に 6 日以内の期間 

冬季休暇 12～3 月の間に 3 日以内の期間 

感染症発生による交通遮断および入院 必要と認められる期間 

住居の滅失または損壊（のおそれ） 15 日（おそれがある場合は 3 日）以内の期間 

災害等発生による通勤困難 必要と認められる期間 

特
別
休
暇
（有
給
） 

通勤途上における災害等発生時の安全確保 必要と認められる期間 
 

・介護休暇 ・・・ 職員が配偶者，父母，子，配偶者の父母その他規則で定める者で，負傷，疾病または老齢によ

り規則で定める期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものの介護をするため，勤務しない

ことが相当であると認められる場合における休暇 
承認基準 取得可能期間 

介護休暇（無給） 家族の介護 連続する 3 月以内の期間 
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（3） 育児休業等の概要（平成 21 年度） 

種類 取得可能期間 

育児休業 子の満 3 歳の誕生日の前日まで 

育児短時間勤務 小学校就学始期まで 

部分休業 小学校就学始期まで 
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４ 職員の分限および懲戒処分の状況 

(1)  分限処分者数 

「分限処分」は，公務能率確保の観点から，本人の意に反し，本人の身分を不利益に変動させる処分です。不利益処

分のため，地方公務員法で定める事由に対応した処分のみ行います。 

平成 20 年度 平成 19 年度 
事由 

降給 降任 休職 免職 降給 降任 休職 免職 

心身の故障 0 人 0 人 15 人 0 人 0 人 0 人 13 人 0 人

（注）１：「降給」⇒ 現在の給料の額よりも低い額に下げる処分。 
２：「降任」⇒ 現在の職位よりも下位の職位に下げる処分。 
３：「休職」⇒ 一定期間職務に従事させない処分（一部給料支給有り）。 
４：「免職」⇒ 山形市職員としての身分を失わせる処分（退職手当の支給有り）。 

 

 (2)  懲戒処分者数 

「懲戒処分」は，職員の一定の義務違反に対し，職員の道義的責任を問うことにより公務の規律と秩序を維持すること

を目的とする制裁的な処分です。不利益処分のため，地方公務員法で定める事由においてのみ処分を行います。 

平成 20 年度 平成 19 年度 
主たる事由 

戒告 減給 停職 免職 戒告 減給 停職 免職 

非行行為 2 人 0 人 0 人 0 人 2 人 2 人 0 人 0 人

職務上の義務違反または職務怠慢 1 人 2 人 0 人 0 人 1 人 0 人 0 人 0 人

（注）１：「戒告」⇒ 職員の義務違反の責任を確認するとともに，矯正を求め将来を戒める処分。 
２：「減給」⇒ 一定期間，現在の給料の額から一定割合を減額する処分。 
３：「停職」⇒ 一定期間職務に従事させない処分（無給）。 
４：「免職」⇒ 山形市職員としての身分を失わせる処分（退職手当の支給無し）。 
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５ 職員の服務の状況 

(1)  営利企業等への従事許可 

地方公務員法の規定により，職員は，任命権者の許可を受けなければ，営利企業の役員等への就任，自ら営利企業

を営むことおよび報酬を得て事業に従事することができません。これは，職員の職務専念義務が損なわれることを未然

に防止するため，また，職務の公正を確保し，職の信用を保持するための規制措置です。許可される場合の主な例とし

て次のものがあります。 

・ 部課長等が，市の出資法人の非常勤取締役に無報酬で就任する場合 

・ 職員が居住地区の消防団員として，消火・水防業務等に従事する場合 
 

(2)  職務専念義務の免除 

地方公務員法の規定により，法律または条例に特別の定がある場合を除く外，職員は勤務中，職務に専念する義務

が課せられています。例外的に，職務専念義務が免除される場合の主な例として次のものがあります。 

・ 研修を受ける場合 

・ 国または他の地方公共団体，学校その他の公共的団体から依頼を受けて講演または講義をする場合 
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６ 職員の研修および勤務成績の評定の状況 

(1)  職員研修の実施状況（主なもの）                                          （平成 20 年度） 

研修体系 主な概要 研修の区分 実施数 受講者数 

基本 
研修 

職務遂行に必要な知識，技能，態度等
を修得するために行う階層別研修 

新規採用職員研修 
一般職員研修，監督者研修
管理者研修，技能技師研修

9 件 446 人
集
合
研
修 特別 

研修 
より専門的な知識や技能等を修得する
ための研修 

政策研修，法令研修 
実務研修，特別研修 14 件 837 人

集合研修 計 23 件 1,283 人

派遣研修 専門的な知識や技術等を修得するため，職員を各種研修機関や団体
等に派遣して行う研修 21 件 46 人

総   計 44 件 1,329 人

 

(2) 勤務成績の評定状況                                            （平成 20 年度） 

評定時期 被評定職員 評定の方法 

平成 20 年 12 月 
（年 1 回） 

管理職を除く 
全職員 

直属の上司 3 人（最大）が，知識・技術，判断力，住民対応力，
協調性などの職務遂行能力について評価 

 



13 

 

７ 職員の福祉および利益の保護の状況 

(1)  職員の福利厚生事業の概要 

共済組合とは山形県市町村職員共済組合を，互助会とは山形県市町村職員互助会を，厚生会とは山形市職員厚生

会をいいます。 

 ① 保健事業の概要（主なもの）                                              （平成 20 年度） 

事業名 事業の概要 実施主体 

健康診断 ●定期健康診断 
 ・問診 ・身長，体重，視力，聴力 ・心電図検査 
 ・尿検査 ・血圧測定 ・血液検査 ・胸部Ｘ線検査 
●生活習慣病健診 
 ・胃がん検診 （40歳以上の職員・30歳以上39歳以下は希望する職員） 
 ・大腸がん検診 （40歳以上の職員） 
 ・肺がん検診 （40歳以上の希望する職員） 
 ・子宮がん検診 （希望する職員） 
 ・乳がん検診 （30歳以上の希望する職員） 

市 
 
 
 

市 
市 
市 

共済組合 
共済組合 

人間ドック ●指定型（退職予定の希望する職員） 1泊2日 
●指定型（50歳の希望する職員） 1日 
●準指定型（40歳以上の希望する職員） １泊２日 
●準指定型（40歳以上の希望する職員） １日 

共済組合 
厚生会 

共済組合 
厚生会 

メンタルヘルスケア ●こころの相談（産業カウンセラーによる相談）月１回 
●メンタルヘルス相談医電話相談  随時 
●ファミリー健康相談（電話相談）随時 
●メンタルヘルス研修（課長向け，一般職員向け） 

市 
共済組合 
共済組合 

市 

 

② 給付事業の概要（主なもの）                                   （平成 20 年度） 

事項 共済組合 互助会 厚生会 

職員が死亡したとき 
 ●埋葬料 

●埋葬料附加金 
 ●遺族共済年金 

 ●弔慰金  ●死亡弔慰金 

職員が傷病になったとき 

1.医療機関に支払うもの 
 ●法定給付の額 
2.職員に支給するもの 
 ●高額療養費 
 ●一部負担金払戻金 

●一部負担金補助金 
●入院見舞金  ●傷病見舞金 

職員が出産したとき  ●出産費 
 ●出産費附加金   ●出産祝金 

 

③ 貸付事業の概要（主なもの）（平成 20 年 4 月 1 日現在） 

貸付の種類 最高限度額 貸付利率 実施主体 

住宅貸付 1,800万円 
300万円 

2.46％
2.45％

共済組合 
厚生会 

 在宅介護対応住宅貸付 300万円 2.20％ 共済組合 

 

④ 厚生会の事業費負担状況                            （平成 20 年度） 

職員一人当たりの掛金額 事業主の 
公費負担額 事業主の公費負担割合 

給料月額×2％＋500 円 2,861 千円 職員：事業主 ＝ 1：0.08 
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(2) 公務災害の状況   （平成 20 年度） 

認定件数 
 

負傷 疾病 計 

公務災害 48 件 0 件 48 件 

通勤災害 2 件 0 件 2 件 

計 50 件 0 件 50 件 

 

 (3) 勤務条件に関する措置の要求の状況 

地方公務員法の規定に基づき，職員から給与，勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求があった場合に，こ

れを審査し，判定を行い，その結果，要求が適当なものと判定した場合には，権限を有する機関に必要な勧告を行いま

す。 

平成 20 年度中処理件数 平成 19 年度末 
係属件数 

平成 20 年度中 
要求件数 

却  下 判  定 

平成 20 年度末
係属件数 

0 0 0 0 0
 

(4)  不利益処分に関する不服申立ての状況 

地方公務員法の規定に基づき，職員から，懲戒その他その意に反する不利益な処分について不服申立てがあった場

合に，これを審査し，不服申立てに理由があると認めた場合は，処分の取消し，修正の裁決を行い，また，必要がある場

合には，処分者に対し，職員がその処分によって受けた不当な取り扱いを是正するための指示を行います。 

平成 20 年度中処理件数 平成 19 年度末 
係属件数 

平成 20 年度中 
要求件数 

却  下 判  定 

平成 20 年度末
係属件数 

0 0 0 0 0

 
 
 


